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（出所） 日本銀行｢企業短期経済観測調査」

景況感（業況判断DI）の推移 有効求人倍率・完全失業率

（出所）独立行政法人 労働政策研究・研修機構「早わかり グラフでみる長期労働統計」

 企業の業績回復と雇用情勢

リーマンショック後低迷していた企業業績が、好調な世界経済を背景とした輸出の持ち直し、投資拡大等を受け回復傾向にある。

好調な企業業績等を背景にして、完全失業率や有効求人倍率等の我が国の雇用情勢は回復し、逆に人材不足が課題になっている。
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 人材不足
好調な企業業績や雇用情勢の一方で、生産年齢人口の減少等を受けて、企業の人材不足が深刻化してきている。

従業員数過不足DIの推移をみると、2013年第4四半期以降、全業種において従業員数を「不足」と感じる企業が多く、特に建設業や
サービス業において人材不足感が顕著である

また、求人側と求職側の条件が合わないことによる「雇用ミスマッチ」も起こっており、人材不足に拍車をかけている状況である。

（出所） 中小企業庁｢2018年版中小企業白書」

業種別従業員数過不足DIの推移

従業員数「過
剰」

従業員数「不
足」
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 経営者の高齢化・事業承継の課題
中小企業の経営者年齢の分布について見てみると1995年の経営者年齢のピークが47歳であったのに対して、2015年の経営者年齢
のピークは66 歳となっており、経営者年齢の高齢化が進んでいる。

休廃業・解散企業の経営者年齢構成比は、「70 代」、「80代以上」の経営者年齢の割合が高くなっており、経営者の高齢化や後継者
の不在が一因であると考えられる。

中小企業の経営者の引退時期は、68歳から69歳と推察されているが（注）、後継者の有無について、（株）帝国データバンクの調査結
果を見てみると、60 歳以上の経営者においては、48.7％が後継者不在である。

（出所） 中小企業庁｢2018年版中小企業白書」

中小企業の経営者年齢の分布 休廃業・解散企業に経営者年齢構成比の変化

（注） 2017年版中小企業白書では、（株）東京商工リサーチの企業データベースを用いて経営者交代前後の経営者年齢について分析している。それによると、親族内の場合で交代前の平均年
齢が69.3歳、親族外の場合で交代前の平均年齢が63.7歳であった。加えて、休廃業・解散企業の経営者年齢の平均年齢が68.4歳であった （中小企業庁｢2018年版中小企業白書」）
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 サービス経済化

日本の名目GDPに占める産業別構成割合をみると、製造業の比率が減少してきており、代わってサービス業等の比率が増加傾向に
ある。

今後、高齢化社会の到来に伴う、医療や介護系サービスの拡充や、訪日外国人の増加による観光関連サービス業の伸びが予測され
る。

名目GDPに占める産業別構成割合

（出所） 内閣府｢国民経済計算」
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 サービス経済化

産業大分類別の就業者割合の推移をみると、1995年より製造業の従業者数割合が減少傾向にある。代わって、医療・福祉等が増加
傾向にある。

産業大分類別就業者割合の推移

（出所） 総務省｢国勢調査」
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◆国・府の政策動向について

• 国の政策動向（中小企業支援策・生産性向上）

国は中小企業等の関連予算として、「経営者の高齢化」、「人手不足」、「人口減少」の３つの構造変化に対し、①「事業承継・再編・
統合等による新陳代謝の促進」、②「生産性向上・働き方改革・人手不足対策」、③「地域の稼ぐ力の強化・インバウンドの拡大」に
重点的に取り組む方針である。

「中小企業庁 平成31年度当初予算案」（中小企業・小規模事業者関係）
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• 府の政策動向

 府では産業政策全体に関する方向性として、「大阪産業・経済のグローバル化」と「AI、IoT等のあらゆる分野への浸
透」を掲げ、様々な主体（国、市町村、各経済団体、JETRO等の産業支援機関）や取組を「つなぐ」仕組みの構築を図
ることとしている。

 取組の柱として、大阪・関西のポテンシャルを活かした成長促進（ライフサイエンス等の成長分野への支援・投資）、中
小企業の活力が発揮できる環境づくり（事業承継、総合的支援体制の構築、技術革新支援等）、多様な人材が活躍で
きる環境づくり（ジョブマッチング、働き方改革の推進、人材育成等）の３つを掲げている。

大阪府商工労働部部局運営方針（平成30年度）
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 産業大分類別に見た北摂７市比較

豊中市は、北摂７市の中では、事業所数はもっとも多い。

しかし、売上は吹田市のほうが多く、従業員数、付加価値額は吹田市より少ない。

（出所） 経済産業省「経済センサス」
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（「売上（収入）金額」または「経常収益」） （売上－費用総額＋給与総額＋租税公課）
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◆豊中市の事業所について

 従業員規模別に見た北摂７市比較

従業員規模別にみると、豊中市は、事業所数総数は多いが、従業員が1～4人の小規模事業所が6割近く、50人以上の事
業所の割合が池田市に次いで少なく、一事業所あたりの従業員数が少ない。

北摂7市の従業員規模別事業所数比較（下段は割合）

総数 1～4人 5～9人 10～19人 20～29人 30～49人 50～99人 100人以上
出向・派遣従
業者のみ

7,619 2,479 1,605 533 385 232 136 55

58.4% 19.0% 12.3% 4.1% 3.0% 1.8% 1.0% 0.4%

2,191 711 401 137 101 49 29 28

60.1% 19.5% 11.0% 3.8% 2.8% 1.3% 0.8% 0.8%

5,891 2,522 1,581 604 442 262 152 72

51.1% 21.9% 13.7% 5.2% 3.8% 2.3% 1.3% 0.6%

5,301 1,922 1,017 440 300 171 127 42

56.9% 20.6% 10.9% 4.7% 3.2% 1.8% 1.4% 0.5%

5,108 1,816 1,168 434 368 225 111 49

55.0% 19.6% 12.6% 4.7% 4.0% 2.4% 1.2% 0.5%

2,301 864 537 195 164 92 43 19

54.6% 20.5% 12.7% 4.6% 3.9% 2.2% 1.0% 0.5%

2,131 849 538 225 172 89 59 19

52.2% 20.8% 13.2% 5.5% 4.2% 2.2% 1.4% 0.5%
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（出所） 経済産業省「経済センサス」
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◆豊中市の事業所について

 北摂7市の法人市民税および地方税に占める法人市民税割合

北摂7市の法人市民税および地方税に占める法人市民税割合
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◆豊中市の事業所について

12

 産業大分類別に見た豊中市の推移

 2012年からの４年間で事業所数は減少したが、従業員数は増加している。

 事業所数では、「製造業」、「不動産業、物品賃貸業」・「卸売業、小売業」が減少している一方で、「医療、福祉」は増加して
いる。

 従業員数では、「医療、福祉」で大きく増加し、「教育、学習支援業」も増加している。 「卸売業、小売業」は事業所数の減
少に反し、従業員数は増加傾向にある。「製造業」の従業員数は減少傾向にある。
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（出所） 経済産業省「経済センサス」
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 豊中市の人口について

人口の将来推計を見ると、今後人口減少が全国で急速に進む中にあって、豊中市の人口減少は比較的緩やかであること
がわかる。加えて、2040年における0～64歳人口は全国平均64.7%に比べて豊中市は68.0%であり、若年層及び稼働年齢
層が将来的にも多く居住し、労働力が確保しやすいといったポテンシャルが確認できる。
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 豊中市における女性の労働参画

 5歳階級別の女性労働力率を見ると、どの年齢層においても全国平均に比べ低い水準になっている。

特に30～49歳の子育て層において労働力率が低く、潜在的な労働力としての可能性がある。

年齢５歳階級別 女性労働力率

（出所） 平成27年国勢調査
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 豊中市と他都市との比較①

 5歳階級別の女性労働力率について、豊中市と関西圏の住宅都市である吹田市、西宮市、芦屋市における5歳階級別の女
性労働力率を比較すると、いずれも、同じような数値と傾向がみられる。

いずれも25歳～29歳では、全国平均との差は小さいが、30～49歳の子育て層において、全国平均、大阪府平均よりも労働
力が低い傾向である。

年齢５歳階級別 女性労働力率

（出所） 平成27年国勢調査
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 豊中市と他都市との比較②

年齢５歳階級別 女性労働力率

（出所） 平成27年国勢調査
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 豊中市における職業分類別従事者割合

豊中市は全国や大阪府平均に比べ、専門的・技術者割合が高い傾向にある。内訳で見ると、研究者・技術者や保健医療職
の従事者割合が高く、専門的技術を持った住民が多数居住している。

職業分類別従事者の割合（男女）
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専門的・技術的職業内訳（男女）


